
栃木県行財政改革大綱の進捗状況（概要版）

◆取組項目毎の達成状況◆
全取組項目数：１２８項目

うち、目的達成 （◎）：４０項目
順調に推移（○）：７５項目
継続検討等（△）：１３項目

Ⅰ 県民中心の開かれた行政の推進

Ⅱ 協働の推進と県の役割の重点化

Ⅲ 簡素で効率的な執行体制の確立

Ⅳ 持続可能な財政基盤の確立

◎：10項目○：20項目 △： 3項目

◎：23項目○：21項目 △： 5項目

◎： 6項目 ○：19項目 △： 2項目

◎： 1項目 ○：15項目 △： 3項目

計画全体の進捗状況としては、概ね順調に推移

１



ⅠⅠ 県民中心の開かれた行政の推進県民中心の開かれた行政の推進

①適切な政策評価を実施するとともに、説明責任の徹底を図りました
⇒１８年度から新たな政策マネジメントシステムを導入し、施策の進捗状況を総合的に評価
⇒公共事業事前評価システム・再評価システム・事後評価システムを導入
⇒県民が見やすく使いやすいホームページ作成の推進

②県民の多様な意見を県政に反映させる仕組みを積極的に活用しました
⇒各種計画策定や方針決定等の案件に関し、パブリックコメントを実施
⇒各種審議会等の委員について、公募委員を拡充

③インターネットを活用した手続きのオンライン化等を推進しました
⇒１９年度から、公共事業において、随意契約を除く全契約案件で電子入札を、原則全案件で電子納品を実施

④手続きの簡略化等、規制改革を推進しました
⇒１８年度に、規制改革をより一層推進するため、栃木県規制改革推進指針の改定を実施
⇒１８年度に、規制についての問題点やそれに対する提案等を県民から受け付ける窓口をホームページ上に設置

⑤県民サービスの向上を図りました
⇒１８年度から全庁挙げて県民サービス向上運動を実施
⇒１９年度から自動車税のコンビニエンスストアでの納税を開始
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【課題】
ホームページアクセス件数は
年々減少傾向
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ⅡⅡ 協働の推進と県の役割の重点化協働の推進と県の役割の重点化

①市町村へ積極的に権限移譲するとともに、連携を強化しました
⇒１２６法令２，１４６項目を市町村に権限移譲（Ｈ２２年４月１日現在）
⇒１９年度に「地方税徴収特別対策室」を設置して、県と市町が協働して税の徴収を実施

②多様な民間活力を活用するため、アウトソーシングを推進するとともに、民間活力を利用した施設
整備を実施しました
⇒１９年度に「栃木県民間活力活用指針」を策定
⇒１８年度から、がんセンターにおいて、民間活力を利用した省エネルギーの取組（ＥＳＣＯ事業）を実施

③県の役割の重点化により、事務事業の見直しを実施しました
⇒「選択と集中」による事業見直しと経費の削減により、当初予算編成において節減を実施

④県有施設の管理運営の見直しを実施しました
⇒１９年度に「公の施設の指定管理者制度に関する運用指針」を策定、４４施設で指定管理者制度導入（Ｈ２２年４月１日現在）
⇒２１年度からファシリティマネジメントの導入検討

⑤県出資法人等の見直しを実施しました
⇒１９年度に「特定指導法人の見直し基本方針」を策定
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【県民ゴルフ場（ジュニアコースレッスンの様子）】
２１年度から指定管理者制度導入
２１年度利用者数：２９，７５８人（前年比110.1%)



ⅢⅢ 簡素で効率的な執行体制の確立簡素で効率的な執行体制の確立

①本庁や出先機関の再編を実施しました
⇒１９年４月に本庁組織を再編（総合政策部、県民生活部、環境森林部を設置）、２０年４月に財産活用推進室を設置、２０年１０月にいちご研究所を設
置、２２年４月に消費者行政推進室（消費生活センター）を設置

⇒２０年４月に健康福祉センター環境部と林務事務所を統合し、環境森林事務所の設置、２２年４月に県税事務所、農業振興事務所、土木事務所、教育
事務所の一部を統合

②適正な定員管理を実施しました
⇒定員管理計画に基づく適正な職員配置・管理

③人材育成基本方針に基づいて人材を育成する
とともに、公務能率の向上を図りました
⇒職員のコスト意識や経営感覚の醸成、企画立案能力や問題解
決能力の向上を目的とした職員派遣の実施
（Ｈ２２：民間企業 ４名、国等 ８名、茨城県 １名、横浜市 １名）

⇒超勤削減と有給休暇取得促進を図るため、総労働時間短縮実
践モデル事業を実施

④給与制度や福利厚生を見直しました
⇒１９年度から、特殊勤務手当及び給料の調整額について総合的な点検を行い、２０年度から見直しを実施
⇒２１年度予算から、職員互助会等に対する県費負担を廃止

⑤事務処理の効率化や事務の改善を図りました
⇒職員提案制度である「ひとり一改善」を実施
⇒内部管理事務の効率化を図るため、２１年度に総務事務効率化基本方針を策定
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【課題】
総労働時間の更なる短縮
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ⅣⅣ 持続可能な財政基盤の確立持続可能な財政基盤の確立

①自律的な財政運営に向けた取組を推進しました
⇒「とちぎ未来開拓プログラム」の策定
〔目標〕２５年度から収支の均衡した予算を編成

②歳出抑制のための取組を推進しました
⇒一般財源に係る予算要求基準の設定による経費節減
⇒県単補助金の縮減・合理化

③安定した税収入等を確保する取組を実施しました
⇒２０年度から、県税事務所職員の併任による市町村と連携した滞納額の縮減取組を実施
⇒広告による収入確保
⇒未利用財産の売払い

④公営企業のあり方を見直しました
⇒１９年度から企業局経営評価委員会による業績評価の実施・公表
⇒県立３病院について、改革プラン（２１～２３年度）の目標達成に向け、経営全般にわたる経営改善を実施
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